
※従業員数は「現在の厚生年金保険の適用対象者」の合計 

 

【現在】 

 支給開始から１年６ヵ月を超えない期間まで支給（１年６ヵ月後に同じ疾病が生じた場合は不支給） 

   出勤    欠勤    出勤    欠勤    出勤    欠勤 

 

 

 

 
１年６カ月 

治療期間 治療期間 治療期間 

不支給 不支給 支給 支給 不支給 不支給 

 
 

 

 

 
 
 
 

今年から来年に予定されている法改正の内容について必要と思われる部分を取り

上げてみましたので、社内の制度等の見直しの参考にしてください。 
 

   
●従業員の方が自営業を営んでいる場合等であっても、

労働条件が雇用保険の適用要件を満たしている場合

（１週間の所定労働時間が 20 時間以上であり、かつ、

31 日以上の雇用の見込みがあること）は、従業員とし

ての収入と自営業等による収入のどちらが多いかに関

わりなく、雇用保険被保険者資格取得届の提出が必要になりました。

●同一労働同一賃金法制の中小企業への適用開始【パートタイム・有期雇用労働法】 

●70 歳までの就業機会確保（努力義務）【高年齢者雇用安定法】

●企業における「不妊治療と仕事の両立支援」がより一層加速します。 
●金属アーク溶接等作業について健康障害防止措置が義務付けられました。 
●外国人の国民年金、厚生年金の脱退一時金の支給上限が３年から５年に延

びました。 
●会社で３６協定届や就業規則（変更）届出を電子申請する際に、電子署名・

電子証明書が不要となりました。（３月末から本社一括届出も可能になりました。）

 

●傷病手当金の支給期間の通算化【健康保険法】 
  傷病手当金について、出勤に伴い不支給となった期間がある場合、その期間を延長して支給を受けられる

よう、支給期間の通算化を行う予定となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

●育児休業中の保険料の免除要件の見直し 
   短期の育児休業の取得に対応して、月内に２週間以上の育児休業を取得した場合には当該月の保険料を

免除するとともに、賞与に関わる保険料については１月を超える育児休業を取得している場合に限り、免

除の対象となる予定です。➡男性の方も育児休業中の保険料が免除されやすい仕組みになります。 
●従業員数１０１人以上の企業については、パート・アルバイトの方も社会保険に加入しなければならなくな

ります。（❶週所定２０時間以上❷月額賃金 8.8 万円以上❸２ヶ月以上の雇用の見込み❹学生ではない、❶～

❹の４つ全ての条件に当てはまる方が対象となります。） 
 
 
 
 

《筆者：山本》 
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           自営収入が多い場合、     被保険者 

           取得届の提出不要 

受付印の付いた公文書が

発行されます！！ 

治療期間 

通算１年６カ月 

【改正後】 

 支給期間を通算して１年６ヵ月の期間まで支給 

   出勤    欠勤    出勤    欠勤    出勤    欠勤 

 

 

 

 

 

 
（2022 年 1 月 1 日以降改正予定） 

治療期間 治療期間 

不支給 不支給 支給 支給 不支給 支給 

 

 

智恵子抄で有名な安達太良山は、福島県を代表する１００名山です。 
 

 

 

現在、得喪事務の効率化を図るため、ロボット化を随時進めています。入退社の手続きをご依

頼頂く際は、『入退社連絡票』への入力のご協力をお願いいたします。 

 

賃金台帳と工事台帳（建設事業）をもとに労働保険料の精算を行いますのでご協力お願い致します。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

   

 

 

 

  

 

 
 
 
 

 

わたしのひとこと 

 


